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【森町議会７月会議】 
 補正予算・複合施設整備に関する調査特別委員会の設置決議について審議 2P
【森町議会７月第２回会議】
 補正予算・工事請負契約の締結について審議 2P
【森町議会９月会議】
 補正予算・条例等を審議 3P
 決算審査特別委員会委員長報告 5P
 町政のココが聞きたい ８議員が一般質問 7P
【まちかど議会カフェ】 13P
【常任委員会活動レポート】 14P

【森町議会４月第２回会議】
 条例・補正予算・財産の取得について審議 2Ｐ

【森町議会６月会議】
 条例・補正予算・財産の取得・工事請負契約の締結・意見書等について審議
 町政のココが聞きたい６議員が一般質問 3Ｐ

【森町議会6月第２回会議】
 補正予算・財産の無償譲渡・工事請負契約の締結について審議 12Ｐ
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令和6年
第1回森町議会

7月会議が、7月16日に行われました。
決まった主なものは次のとおりです。７月会議

決　　議
◆複合施設整備に関する調査特別委員会の設置決議について 原案

可決

補　　正
◆令和６年度森町一般会計補正予算

・電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業費（3,400万円）
　デフレ完全脱却のため総合経済対策を踏まえ、物価高騰等に直面し、家計への影響が大きい低
所得者世帯及び低所得の子育て世帯に対して、緊急支援することを目的とするものです。

～主な事業～

会　計　別

一般会計補正予算（第４号）

補 正 額

3,410万3千円

総　額

122億8,039万9千円

議決の内容

原案可決

『複合施設整備に関する調査特別委員会』を設置
　7月会議において、議員発議により、複合施設整備に関する調査特別委員会を設置しました。
　これは、複合施設整備に関する諸事項について調査検討を行うことにより、複合施設整備に対し
議会の積極的かつ機動的な関与に資するためのものです。
　構成委員は13名（議長を除く）で委員長に伊藤昇副議長、副委員長に加藤進総務経済委員長、
佐々木修民生文教委員長、斉藤優香広報広聴委員長、山田誠議会運営委員長が選出されました。
■名　　称　複合施設整備に関する調査特別委員会
■設置根拠　地方自治法第109条及び森町議会委員会条例第5条
■設置目的　森町複合施設整備について、諸事項を調査・検討するため
■委員定数　13名（議長を除く）
■活動期間　議会の休会中継続して調査を行うことができるものとし、議決の日から議会において

調査終了を議決するまで存続する

補　　正
◆令和６年度森町一般会計補正予算

会　計　別

一般会計補正予算（第５号）

補 正 額

49万円

総　額

122億8,088万9千円

議決の内容

原案可決

令和6年
第1回森町議会７月第２回会議 7月第2回会議が、7月30日

に行われました。決まった主
なものは次のとおりです。

＜＜＜令和６年第１回森町議会７月会議において反対のあった議案はありませんでした。＞＞＞

◆工事請負契約の締結について
　保育所整備工事（建築主体）
契約者：工藤建設・丸正佐藤・岩本 特定建設工事共同企業体
 工藤建設㈱ 契約金額：1,130,800,000円

原案

可決

　保育所整備工事（電気設備）
契約者：谷・宮川 特定建設工事共同企業体　　
 ㈱谷電気工業所 契約金額：239,800,000円

原案

可決

　保育所整備工事（機械工事）
契約者：三方・野村 特定建設工事共同企業体　　
 三方設備工業㈱ 契約金額：315,480,000円

原案

可決

　保育所整備工事（外構）
契約者：河野組・新栄建設 特定建設工事共同企業体　　
 ㈱河野組 契約金額：231,000,000円

原案

可決

（北側外観完成イメージ）

＜＜＜令和６年第１回森町議会７月第２回会議において反対のあった議案はありませんでした。＞＞＞

令和6年
第1回森町議会９月会議
条　　例

◆森町の休日を定める条例等の一部を改正する条例制定について
年末年始の休日を現行の「12月31日から翌1月5日までの日」から「12月29日から翌1月3日まで
の日」に変更するため、休日に関する規定のある4条例を一括して改正しようとするものです。

９月会議が、９月２日から１３日までの日程
で行われました。
決まった主なものは次のとおりです。

原案

可決

◆森町非常勤職員の報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する
条例制定について
監査委員の費用弁償について、議会（委員会を含む。）に出席する場合にも支給することができるよう、
森町非常勤職員の報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正しようとするものです。

原案

可決
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　7月会議において、議員発議により、複合施設整備に関する調査特別委員会を設置しました。
　これは、複合施設整備に関する諸事項について調査検討を行うことにより、複合施設整備に対し
議会の積極的かつ機動的な関与に資するためのものです。
　構成委員は13名（議長を除く）で委員長に伊藤昇副議長、副委員長に加藤進総務経済委員長、
佐々木修民生文教委員長、斉藤優香広報広聴委員長、山田誠議会運営委員長が選出されました。
■名　　称　複合施設整備に関する調査特別委員会
■設置根拠　地方自治法第109条及び森町議会委員会条例第5条
■設置目的　森町複合施設整備について、諸事項を調査・検討するため
■委員定数　13名（議長を除く）
■活動期間　議会の休会中継続して調査を行うことができるものとし、議決の日から議会において

調査終了を議決するまで存続する

補　　正
◆令和６年度森町一般会計補正予算

会　計　別

一般会計補正予算（第５号）

補 正 額

49万円

総　額

122億8,088万9千円

議決の内容

原案可決

令和6年
第1回森町議会７月第２回会議 7月第2回会議が、7月30日

に行われました。決まった主
なものは次のとおりです。

＜＜＜令和６年第１回森町議会７月会議において反対のあった議案はありませんでした。＞＞＞

◆工事請負契約の締結について
　保育所整備工事（建築主体）
契約者：工藤建設・丸正佐藤・岩本 特定建設工事共同企業体
 工藤建設㈱ 契約金額：1,130,800,000円

原案

可決

　保育所整備工事（電気設備）
契約者：谷・宮川 特定建設工事共同企業体　　
 ㈱谷電気工業所 契約金額：239,800,000円

原案

可決

　保育所整備工事（機械工事）
契約者：三方・野村 特定建設工事共同企業体　　
 三方設備工業㈱ 契約金額：315,480,000円

原案

可決

　保育所整備工事（外構）
契約者：河野組・新栄建設 特定建設工事共同企業体　　
 ㈱河野組 契約金額：231,000,000円

原案

可決

（北側外観完成イメージ）

＜＜＜令和６年第１回森町議会７月第２回会議において反対のあった議案はありませんでした。＞＞＞

令和6年
第1回森町議会９月会議
条　　例

◆森町の休日を定める条例等の一部を改正する条例制定について
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補　　正
◆令和６年度各会計補正予算

会　計　別

一般会計補正予算（第６号）

補 正 額

２億7,748万円

総　額

125億5,836万9千円

議決の内容

原案可決

◆森町国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について
令和5年に公布されたマイナンバー法等一部改正法（令和5年法律第48号）により、令和6年12月
2日から被保険者証が廃止されることに伴い、森町国民健康保険条例の一部を改正しようとす
るものです。

原案

可決

◆森町犯罪被害者等支援条例制定について
犯罪被害者等基本法（平成16年法律第161号）に基づき、犯罪被害者等への支援をするために
必要な事項を定め、安全で安心して暮らせる地域社会の実現に寄与することを目的として条例を
制定しようとするものです。

原案

可決

◆森町指定介護予防支援事業者の指定に関し必要な事項並びに指定介
護予防支援等の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護
予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例及び森町地域
包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に関する基準を定める条
例の一部を改正する条例制定について
令和6年3月29日に「介護保険法施行規則及び指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定
介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部を改正する省令」
（令和6年厚生労働省令第61号）が公布されたことに伴い、当町の基準条例についても省令と同様の改
正が必要なため、各条例の一部を改正しようとするものです。

原案

可決

主な事業

森町地域公共交通バス運行事業
（752万9千円）

町民の日常生活などの移動手段を確
保し、生活圏の町内施設や地域拠点ま
でのアクセス性を向上させるため、砂
原地区から森市街地を結ぶ交通手段
について、地域内の支流・支線の系統と
して実証運行を実施するものです。

災害時用備品等購入事業
（725万5千円）

森町防災備蓄計画について、計画期間
の見直しを行うとともに、災害時に孤立
する可能性のある地域について先行し
て不足している災害時用備品等を購入
し避難所に配備するものです。

冬季就労対策事業
（1,501万3千円）

冬期間の季節労働者及び冬期未就労
者の就労対策のため実施することを目
的とするものです。

森町担い手確保支援事業
（244万4千円）

少子高齢化や社会構造の変化等によ
り、町内の人口減やさまざまな業種で
起こっている人材不足に対し、フィリピ
ン・アクラン州からの特定技能制度に
基づく人材の受け入れ支援を行うこと
で、人材不足を補うだけでなく、将来的
に町内への定住も促し、森町の若年人
口の増加と地域経済の活性化を図るこ
とを目的とするものです。

持続的畑作生産体制確立緊急支援事業
（589万円）

畑作産地において、需要のある作物へ
の転換等の課題に対応するため、新た
な需要拡大の取り組みを支援するもの
です。

報　　告

そ の 他

意 見 書

◆令和５年度森町財政健全化判断比率について

〇訪問介護報酬引き上げの再改定を早急に求める意見書・・・・・・・・・・・・・・・・・・（賛成１１反対１）
〇慢性閉塞性肺疾患（COPD）の潜在的な患者に対する適切な対応を求める意見書・・・（賛成１２反対０）
〇自動運転移動サービス等の社会実装に向けた環境整備を求める意見書・・・・（賛成１２反対０）
〇国土強靭化に資する社会資本整備等に関する意見書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（賛成１２反対０）

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率はともに基準値内です。

◆令和５年度森町資金不足比率について
病院、水道、下水道の各事業会計ともに経営健全化基準値内です。

◆工事請負契約の締結について
　消防指令システム整備工事
契約者：函館三協通信㈱　　契約金額：92,400,000円

原案

可決

補 正 額 総　額 議決の内容会　計　別

原案可決

原案可決

原案可決

原案可決

１,069万2千円

8,568万5千円

87万8千円

659万円

23億9,846万3千円

22億9,631万8千円

2億7,421万2千円

１億51万5千円

収益的収入 19万２千円
収益的支出 199万８千円
資本的支出 49万５千円

8億8,300万3千円
12億1,769万8千円
1億5,323万1千円

原案可決

国民健康保険特別会計
補正予算（第２号）

介護保険事業特別会計
補正予算（第２号）

介護サービス事業特別
会計補正予算（第２号）

ホタテ未利用資源リサイ
クル事業特別会計補正
予算（第１号）

国民健康保険病院事業
会計補正予算（第１号）
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補　　正
◆令和６年度各会計補正予算

会　計　別

一般会計補正予算（第６号）

補 正 額

２億7,748万円

総　額

125億5,836万9千円

議決の内容

原案可決

◆森町国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について
令和5年に公布されたマイナンバー法等一部改正法（令和5年法律第48号）により、令和6年12月
2日から被保険者証が廃止されることに伴い、森町国民健康保険条例の一部を改正しようとす
るものです。

原案

可決

◆森町犯罪被害者等支援条例制定について
犯罪被害者等基本法（平成16年法律第161号）に基づき、犯罪被害者等への支援をするために
必要な事項を定め、安全で安心して暮らせる地域社会の実現に寄与することを目的として条例を
制定しようとするものです。

原案

可決

◆森町指定介護予防支援事業者の指定に関し必要な事項並びに指定介
護予防支援等の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護
予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例及び森町地域
包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に関する基準を定める条
例の一部を改正する条例制定について
令和6年3月29日に「介護保険法施行規則及び指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定
介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部を改正する省令」
（令和6年厚生労働省令第61号）が公布されたことに伴い、当町の基準条例についても省令と同様の改
正が必要なため、各条例の一部を改正しようとするものです。

原案

可決

主な事業

森町地域公共交通バス運行事業
（752万9千円）
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そ の 他

意 見 書
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〇訪問介護報酬引き上げの再改定を早急に求める意見書・・・・・・・・・・・・・・・・・・（賛成１１反対１）
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2億7,421万2千円

１億51万5千円

収益的収入 19万２千円
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資本的支出 49万５千円
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原案可決
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介護サービス事業特別
会計補正予算（第２号）

ホタテ未利用資源リサイ
クル事業特別会計補正
予算（第１号）

国民健康保険病院事業
会計補正予算（第１号）
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決　　算

◆認定第１号　令和５年度森町各会計歳入歳出決算認定について・・・・・・・認定（賛成９：反対１）
◆認定第２号　令和５年度森町国民健康保険病院事業会計決算認定について・・・認定（賛成９：反対１）
◆認定第３号　令和５年度森町水道事業会計決算認定について・・・・・・・・認定（賛成１０：反対０）
◆認定第４号　令和５年度森町公共下水道事業会計決算認定について・・・認定（賛成１０：反対０）

　令和6第1回森町議会9月会議において、本委員会に付託されました、認定第1号から認定第4号につ
いては、休会中の9月4日、5日及び6日の3日間にわたり慎重審議のもとに審査を終了し、起立採決の
結果、認定第1号から認定第4号まで賛成多数で認定すべきものと決しました。
　町理事者におかれましては、委員会審査の過程で出された意見や要望等を踏まえ、今後の施策に
十分反映されることを強く望むものであります。

令和６年第１回森町議会9月会議　賛否一覧令和６年第１回森町議会9月会議　賛否一覧 （反対のあった議案を掲載）
〇賛成　　×反対　　欠：欠席

議件名

訪問介護報酬引き上げの再改定を
早急に求める意見書

令和５年度森町国民健康保険病院
事業会計決算認定について

令和５年度森町各会計歳入歳出決
算認定について

可決

可決

可決

○ ○ ○ ○ 〇 〇 ○ 〇 ○ 〇 ○欠 ×

○ ○ ○ ○ 〇 〇 ○ 〇 ○ 〇 ×欠 〇

○ ○ ○ ○ 〇 〇 ○ 〇 ○ 〇 ×欠 〇

採
決
結
果

伊 

藤
　
　 昇

河 

野
　文 

彦

髙 

橋
　邦 

雄

河 

野
　
　 淳

山 

田
　
　 誠

野 

口
　周 

治

斉 

藤
　優 

香

千 

葉
　圭 

一

佐
々
木 

　 修

加 

藤
　
　 進

山 

本
　裕 

子

東 

　
　隆 

一

松 

田
　兼 

宗

木 

村
　俊 

広

決算審査特別委員会委員長報告

令和６年度渡島・檜山管内市町議会議員研修会／ごみ処理施設クリーンおしま研修視察

決算審査特別委員会　委員長　伊藤　昇

　10月10日、北斗市総合文化センター・かなで～るにおいて渡島・檜山町
村議会議長会共催の研修会が開催され、議員10名が出席しました。渡
島・檜山管内の議員が一堂に会し、公立はこだて未来大学システム情報
科学部教授美馬のゆり氏による「人工知能（AI）の社会的影響と教
育」、北海道農政部次長　大浦正和氏による「北海道農業の課題と展
望」というテーマで講演いただきました。
　美馬氏の講演では、文化・産業を持つ街から課題の提示・解決方法
の発信を行い次の時代に繋げるため、地方自治体との連携について、大
浦氏の講演では、食料・農業・農村基本法改正のポイントと我が国の食料安全保障をめぐる情勢を踏まえ農
業の将来展望についてお話いただきました。
　また、同日、議員８名がごみ処理施設クリーンおしまを研修視察しました。
　渡島廃棄物処理施設広域連合クリーンおしま種田宏事務局長から渡島廃棄物処理広域連合の業務運営
についてお話を頂き、ごみ処理工程と主な設備を見学しました。
　この日学んだことを議員活動に活かしていきます。

町政の ココが
聞きたい!!
ココが
聞きたい!!一般質問8議員12件

〇一般質問とは・・・
　議員個人が町に事務の執行状況や将来に対する考え方など報告説明を求め、
適切な町政運営を進めているかのチェックや新規政策等を求めるものです。
　（３・６・９・12月の年４回行っています。）

Q ①ほたて養殖の現状について
②散骨の取扱いについて

河野　文彦 議員 12P
2番

Q ①森町の産業の未来を考える 斉藤　優香 議員 11P
7番

Q ①町政の総括と課題について 松田　兼宗 議員 11P
13番

Q ①不登校児童・生徒への支援体制について 千葉　圭一 議員 8P
8番

Q ①尾白内保育所　津波発生時の避難について 山本　裕子 議員 8P
11番

Q ①健康なまちづくりの推進について 山田　　誠 議員 9P
5番

3番
Q ①子育て支援の充実について 髙橋　邦雄 議員 9P

6番
Q

①函館本線（旅客）廃止問題への対応方針について
②最低賃金引上げの影響への対応について
③森川沿い町有駐車場の利用状況の改善について
④町立病院など窓口での料金支払方法の拡大について

野口　周治 議員 10P

（120号・R6.11）もりまち
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　2020年4月に政府から日本海溝・千島海溝周辺海溝
型地震について、北海道噴火湾において満潮時で5
メートルから10メートルの津波が想定されています。尾
白内保育所は津波の浸水領域内にある保育所で、いち
早い避難が必要です。より安全の為に尾白内保育所の
移転検討、また尊い命を守るために最善を尽くした対
応策とはどのような対策なのか伺います。また保育所
移転の観点から、砂原地区から尾白内保育所まで通
所しているとの声も聞いています。砂原地区には保育
所が無いため、一つの案として尾白内保育所とさわら
幼稚園を合併し認定こども園として開設運用すること
で、通所されている方が困らずに安全な場所で保育が
できること、また他地区や他市町村から通園を目的と
して移住してくる方も見込まれると考えます。交流人口
増加、経済効果の観点、そして何より少しでも早く安全
な場所で保育ができるよう、町長の所見を伺います。

　尾白内保育所における津波避難対策につきまして、
避難確保計画を策定しております。本計画を基に保護
者に対し、津波が発生した際の対処方法や情報伝達
の仕方などの情報共有を図り、災害の発生を想定した
訓練を重ね不安を解消していただけるよう努めており
ます。尾白内保育所の移転につきまして、将来的に森
地区の新たな保育所、砂原地区のさわら幼稚園へ集約
する計画であり、新たに尾白内保育所を整備し移転す
ることについては現在のところ考えておりません。ご提
案いただきました事項に関しましては、検討チームを設
立し議論が行われているところでございます。今の尾
白内保育所の老朽化の現状を踏まえ、認定保育所に統
合する案も一つの選択肢として担当課と話を進めてい
るところでございます。学校サイドそして幼稚園、保育
所、現場サイドと情報共有させていただきながら、魅
力ある施設の運営に努めていきたいと考えているとこ
ろでございます。

　森町では今年4月にチャイルドファースト宣言をしま
した。現在、全国の小・中学校における不登校児童生
徒は約30万人になり、増加傾向にあり、森町にも十数
人いると聞いております。
①森町での不登校特例校や教育センターの整備につ
いて。
②学校内での支援だけでは不十分であり不足分を関
連機関として位置づけ、町内にある施設等との連携や
協働体制を整備する事について。
③関連施設等との連携の中で出欠の取り扱いについ
て在籍校の校長が判断する適切な基準があるのかど
うか、また、校長が交代した場合にはその取扱いが変
わるのか毛利教育長のお考えをお聞かせ下さい。

①不登校特例校や教育支援センターはありませんが、
機能として学校では校内教育支援センターやスペシャ
ルサポートルームを設置し、職員による教育相談、不
登校児童生徒への家庭訪問、医療や行政等の専門機
関との接続等を実施しています。
②関連機関としての町内のフリースクールとの連携に
ついは校長に判断いただいています。
③最初にフリースクールと学校と保護者の3者の話し合
いが重要です。不登校児童生徒一人一人に対し基準が
オーダーメイドであり、結局一番の目的はその子が学
びの場に行くという事が損なわれない事です。校長が
教育委員会等にも妥当かどうかをまず相談する機会を
つくって行き、校長が代わっても考え方が変わる事態
は避けるよう努めたいです。

問 尾白内保育所津波発生時の避難について

【山本　裕子　議員】

問 不登校児童・生徒への支援体
制について

【千葉　圭一　議員】

【岡嶋　町長】

答 関係箇所と検討、情報共有し魅力
ある施設運営に努めてまいります

【毛利　教育長】

答 その子の学びの場が損なわれ
ない事が一番

　令和6年1月から8月までの出生者数死亡者数を見る
と、出生は月平均3人、死亡者数は13人位となっており
ます。年 人々口減少が進んでおります、森町では、特定
健診から簡易脳検査まで10種類の検査を実施してお
りますが特に胃ガン、大腸ガン、骨粗鬆症、簡易脳健診
が少ない、なぜか有料（300円～3000円）で自己負担
があります。受診者の増加を図るため健診を無料と
し、早期発見、早期治療を行い長寿で健康で森町に住
んでいただきたいと思います。自分の健康は自分で守
る事を合い言葉にし受診者が多くなれば病人も少なく
なり後期高齢者保険料、介護保険料（全道３位）の減
少につながります。各種健診、予防接種も無料化に
し、健康で住みやすい長寿の町、森町を形成しようで
はありませんか。町長の所見をお伺いいたします。

　健診料金の自己負担額につきましては、無料化にし
た場合の効果などを考慮し、金額の引下げや無料化
など各健診ごとに改定して来た経緯があり、令和6年
度は肺ガン健診の自己負担を無料化しました。各健
診、予防接種の無償化に関しては前向きに検討させて
いただきます。

　森町では様 な々子育て支援策を打ち出し、徐々にそ
の成果が現れております。現在の支援をより充実させ
ていくためにも、一つに発達障がい者支援が挙げられ
ます。発達障がいとは先天的な様々な要因によって主
に乳幼児から幼児期にかけてその特性が現れ始め、
自閉症スペクトラムや学習障がい、注意欠陥多動性障
がいなどの総称です。発達障がいは早期に発見し、早
期に療育することで適応を促すことができると言われ
ています。また、不適応から起こるひきこもりなどの二
次障がいを克服するためにも、個々の状態に合った
ソーシャルスキルトレーニング等を行い、社会でより良
く生きるための力を身につけることが重要になってきま
す。町では発達相談をはじめ、ソーシャルスキルトレー
ニングや療育を受けられる施設を備えた総合的な支援
センターの設置が必要と考えますが、町長、教育長の
所見を伺います。

　数年前から教材等を活用したソーシャルスキルト
レーニングも導入し、社会的なコミュニケーション能力
の向上を図っております。総合的な支援センターについ
ては、心理士などの専門家による相談や、より専門的
な療育プログラムを提供でき、地域全体で発達障がい
者を支える体制を構築する上で大変重要なことと認識
しております。地方自治体としてこの地域で子どもたち
をどう育てるか。子どもの福祉というところの考え方、
自治体独自のものを検討していろいろな施策を打ち出
し、国や北海道の方向性をある程度またずしてチャレ
ンジしていかなければならないと認識しております。今
後も担当課連携はもちろんのこと、官民連携でしっか
りと、誰もが住みやすい森町にしていきたいと考えてお
ります。

問 健康なまちづくりの推進について

【山田　　誠　議員】

問 子育て支援の充実について

【髙橋　邦雄　議員】

【岡嶋　町長】

答 各種健診等の無償は前向きに検討する

【岡嶋　町長】

答 官民連携で進めていかなくては
と考えています
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　2020年4月に政府から日本海溝・千島海溝周辺海溝
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の向上を図っております。総合的な支援センターについ
ては、心理士などの専門家による相談や、より専門的
な療育プログラムを提供でき、地域全体で発達障がい
者を支える体制を構築する上で大変重要なことと認識
しております。地方自治体としてこの地域で子どもたち
をどう育てるか。子どもの福祉というところの考え方、
自治体独自のものを検討していろいろな施策を打ち出
し、国や北海道の方向性をある程度またずしてチャレ
ンジしていかなければならないと認識しております。今
後も担当課連携はもちろんのこと、官民連携でしっか
りと、誰もが住みやすい森町にしていきたいと考えてお
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　新幹線の札幌延伸後、沿線自治体は、旅客鉄道の
第三セクター化かバス転換かを選ばされる。しかし、
第三セクター化には膨大な投資が必要で、バス事業者
は運転手不足で現状維持が精一杯と言っている。
　このままでは、森町は都市間大量輸送の手段から
切り離され、さらに貨物線についても追い詰められる
のではないか。「海線」の会議で在来線について、函
館は（第三セクター化と言わず）ライナー維持を、七飯
も慎重に対応を、八雲は観光を念頭に鉄路維持も必
要ではと言い、鹿部も鉄路維持に言及した。
　欧米では、鉄路は道路と同様のインフラとして、国が

所有し運営に企業が携わる形が多い。広い目でものを
見て行くべきだ。この問題は、町全体の浮沈にかかわ
る。あらためて町長の立ち位置を尋ねたい。

　道から第三セクターとバス転換が提示されており、
バス転換のデータが整理されている段階だが、状況は
あまりいい方向には行っていない。前回答えたとおり、
（都市間大量輸送の手段は）必要不可欠なインフラ
だ。森町は新幹線の駅もない。首長として発信すべき
ことを発信していきたい。

問 JR線廃止問題　態度を明確に

【野口　周治　議員】

【岡嶋　町長】

答 町として発信していく

　道内の最低賃金が1,010円になる。暮らしは厳しく
なっており、引上げは当然のことだ。同時に、ぎりぎり
の経営を強いられている中小企業や農林水産業には
厳しくのしかかってくる。職場が失われるようなことが
起きると町財政や人口動態へも影響する。本来は、国
が事業者や自治体を支えながら賃上げを実現し、経済
成長につなげるべきだが、緊急対策として、町として事
業者を支える方策が必要ではないか。

　最低賃金引上げは、労働者の生活水準向上に寄与
する一方、中小企業、小規模事業者の経営は厳しさを
増す。事業者は、人手不足、物価高もあり三重苦、四重
苦の状況である。まずは国が、中小企業等が賃上げし
やすい環境を整え、生産性の向上への支援強化や企
業間取引における価格転嫁の改善に対応すべきだ。町
も国や道の支援策に合わせて対応していく。
　中小企業者、一次産業の事業者について、町は様々
な観点から支援策等々を打ち出してきたし、これから
も必要な施策は打っていくが、最低賃金引き上げに対
応しての特別緊急的処置は、今のところ考えていない。

問 最低賃金引上げ　事業者支援を

【野口　周治　議員】 【岡嶋　町長】

答 特別、緊急的な処置は考えていない

　森川下部の無料駐車場は、山側を中心に一日中多
数の車が止め、使いづらい。改善できないか。

　日中の空きスペースが少ない日があると承知してい
る。何とか善処し対応していきたいと思う。

問 森川下流　町有駐車場の運営改善を

【野口　周治　議員】 【岡嶋　町長】

答 調査し対応していきたい

　町立国保病院の窓口などでの支払いについて、
キャッシュレス対応は考えないのか。

　医療機関では、キャッシュレス化により非接触とな
り、院内感染のリスク低減につながる。また、急な入院
等で手持ちの現金がないときにも便利だ。時代に沿っ
たサービス提供で利便性が向上するので検討したい。
　役場窓口での手数料支払い方法についても、費用対
効果を見極めながら、前向きに検討してまいりたい。

問 国保病院窓口などでのキャッシュレス対応は
【野口　周治　議員】 【岡嶋　町長】

答 検討を進めていく

　森町は自然に恵まれ、1次産業が盛んであることは
ご承知のとおりであります。それに伴う様々な産業に
よって豊かな社会が構築されてきました。しかし、近年
自然を取り巻く環境の想像以上の変化や成り手不足な
どが重なり、離農、廃業など各産業において進んでお
り、経済基盤が危ぶまれます。今年度で5か年計画が
終了する第2次森町まち・ひと・しごと創生総合戦略で
は、基本目標①に誇りある産業のさらなる躍進と安定
した雇用を創出するとあります。そして、ＰＤＣＡサイク
ルで着実に事業を実施していくとありますが、成果
は。また、今後の戦略策定にどのような考えをお持ち
か。森町の産業の未来を担う後継者、継承者には全体
的なサポートをして育成に力を入れていくことが町の
希望につながると考えますが、いかがでしょうか？

　基本目標の一つである誇りある産業のさらなる躍進
と安定した雇用を創出する中の具体的な施策として、
産業の担い手対策支援を盛り込み、担当部署による
事業が実施されており、成果が見受けられる分野、そ
して目標値達成には厳しい状況の分野もある。また、
策定推進委員会においても委員より事業成果に対する
厳しいご意見をいただいている状況も含め、検証と改
善に努めてまいります。さらに、今後の総合戦略策定に
つきましてはデジタル田園都市国家構想総合戦略へと
移行している状況です。現在担当部署にて行われてい
る産業に対する様 な々支援においても有効的に活用し
ていただけるよう周知を行うとともに、担い手対策支援
の手法についてさらに検討していきます。

問 森町の産業の未来を考える

【斉藤　優香　議員】 【岡嶋　町長】

答 検証と改善に努める

　町長は、3月4日の森町議会3月会議の行政報告で、
任期満了に伴う町長選（10月1日告示、同6日投開票）に
再選を目指して立候補する意向を表明しました。
町長として1期目を終了するにあたり、4年前に掲げた
政策の達成率をどのように自己評価し、総括している
のでしょうか。
　6月30日、7月7日の町政報告会のチラシを見ると
PDCAサイクルにおけるPlan（計画）、Do（実行）、
Check（評価）、Action（対策・改善）のうちPlan（計
画）、Do（実行）のみの記載で、Check（評価）、
Action（対策・改善）が書かれていません。主要な政
策のCheck（評価）、Action（対策・改善）は森町にど
のような変化をもたらしたのかをお聞きします。

　公約のうち、育英会奨学金返還免除や入学・卒業祝
金について制度の新設を実現するなどについては一定
程度成果を出していると考えております。また、地域お
こし協力隊の任用や大学連携による若者定着促進事
業等を通じて職員として森町に採用された事例や町内
に拠点を構えて就労した事例など、関係人口の創出や
定住対策についても着実に成果を出し始めていると考
えております。
　新規事業等の評価を行うに当たっては、一定の期間
継続した中で得られた結果を基に行うことが重要であ
ると考えておりますので、今後事業を継続していく中で
よりよい事業となるよう評価、改善を実施していきたい
と考えております。
　PDCAという考え方も非常に大事であって、やりなが
ら修正していくということ、結果としてどうだったの
か、また元に戻って修正していくそのやり方を、また検
証してPDCAで回していくというのが基本にあると思
います。

問 町政の総括と課題について

【松田　兼宗　議員】 【岡嶋　町長】

答 PDCAが基本

（120号・R6.11）もりまち
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　噴火湾のほたては北海道水産品の主力となってお
り、日本の食品輸出戦略の主役であります。森町でも
養殖事業が盛んに行われ、管内でもトップクラスを誇
り、地域経済の一翼を担っています。ほたて養殖と言
えば耳吊り作業等を見かける事が多いですが、採苗、
分散、中間育成、耳吊り、育成、出荷と2年以上の月日と
大変な労力を注ぎ込んで行われています。地域経済を
支えるほたて養殖事業ですが近年では採苗不良、へい
死、外来種の付着物、国単位での輸入停止等多くの困
難に直面しております。今年度ではとりわけ採苗不良
が深刻であり森町内の海面でもエリアによっては危機
的状況であるとの声が聴かれますが、今年度の採苗不
良は全道的に発生している様です。稚貝が極端に減少
する事は2年後の水揚げ高が減少することに繋がり、
母貝が減少する事は産卵数減少にも繋がり悪循環が
発生する可能性が高まります。この様な事態を防がな
ければと考えますので質問します。

　現在試験研究機関による原因究明が行われている
ところであり、全道規模による採苗不良のため原因の
特定には時間を要すると思われます。平成10年頃に噴
火湾内で大量の採苗不良が複数回発生した際に、函
館水産試験場などによる調査研究が数年にわたり行
われたものの、最終的には明確な原因の究明には至り
ませんでした。その後海洋環境も相当変化しており、
原因究明はより困難なものになると推察しています。原
因が特定されなければ対策できませんが、準備として
は今シーズン稚貝を一定程度確保できた方の例を参考
とし、前浜での採苗を前提にタイミングを見計らいなが
ら採苗器を多めに投入したり、丁寧な分散を心がけた
りと常日頃から自助努力や経験則によるところが非常
に大きいものと考えています。加えて漁協及び漁業者
単位でこれまで取引のあった各地の稚貝産地との良好
な関係性を保ち、従来どおりの仲間内で融通し合える
共存共栄の精神に期待しています。

　一般的に火葬後の遺骨は墓地に埋葬、または納骨
堂へ納骨されますが、近年では宗教観や社会変化に
伴って埋葬や供養への意識、あり方が変化しておりま
す。この様な変化の中で注目されているのが散骨であ
り、生前に散骨を希望し、遺族が行うケースが増えて
います。散骨は埋葬とは異なるため相当な節度を持っ
て行われる場合は自由に行っても問題はありません
が、その方法や場所によってはトラブルに発展する恐れ
があるとの法律家の警鐘もあり、専門家や行政窓口に
相談の上、行うのが良いとの事であります。場合によっ
ては海産物や農産物への風評被害に発展する恐れも
あり、国として行為規制を行うべきとの意見もあります
が、規制権限は地方自治体であり条例で定める事が適
当であるとの見解が示されています。人生最後のセレ
モニーとして故人の遺志を尊重しつつ、トラブルに発展
してしまう事を防ぐためにも森町としてルールを定める
必要がありますので質問します。

　近年少子化や核家族化で実家から遠く離れて暮ら
すことが増え、先祖代々のお墓に入るという考え方が
薄れていることで供養の多様化やお墓離れが進んで
おります。森町でも墓じまいや合葬墓の利用に関する
相談が増えているのが現状です。町内で散骨が行わ
れた実績や、散骨に関する問合せをいただいたことは
ありません。条例制定については、北海道内で長沼町
と岩見沢市で条例、七飯町で要綱制定しております。
長沼町は散骨自体を禁止しており、岩見沢市と七飯町
は散骨場を経営する事業者に対し、申請や事業計画
書の提出を求める内容となっています。森町における
条例制定については現在のところ考えておりません
が、散骨を希望する方が今後増加した場合にはルール
を定める必要があると考えております。散骨を可能とす
る条例をつくるとなると、町民の皆様のご理解も必要
になるのかなと思ったりもしますので、その辺含めて調
査を進めさせていただきたいと思います。

問 ほたて養殖の現状について

【河野　文彦　議員】

問 散骨の取扱いについて

【河野　文彦　議員】

【岡嶋　町長】

答 現段階で支援は考えていない

【岡嶋　町長】

答 ルール作りへの調査はしていく

7月7日食KING市 （地域活性化広場）
8月17日三業まつり （地域活性化広場）
9月1日食KING市 （道の駅YOU・遊・もり）

まちかど議会カフェ

イベント

●何ごとも宣伝と盛
り上げが足りない

●さくら祭りのステ
ージがよく見える

工夫をしてほしい

●食King市での行
列整備や特色あ

る提供方法

町民以外から
●毎回食King市など楽しみ

に来ています

●聴いてくれる場があってい
いです。

社会教育
●社会教育主事の配置を ⇒7/5民生文教常任委員会で質問
●ストーンサークル以外にも力をいれてほしい●文化・芸術を味わう力の育成

生活
●猫の避妊手術の助成 ⇒令和5年12月会議で2名一般質問●福祉用具や用品のリサイクルはできないか
●ホタテ採苗の支援 ⇒令和６年９月会議で一般質問●砂原地区に共同墓地がほしい●海岸に親しめる場所がほしい●有機野菜の取りあつかい●防災無線をくり返してほしい ⇒２回はくり返している●町は商工会議所商工会、観光協会と力を

 合わせて活気あふれる町づくりを●商業施設がほしい
●シャリティ砂原の現状は

コミュニティ
ーバス

●時刻表の
毎年配布

●利用しやす
く⇒解決

道の駅
●やり直してキッズパークや キッズルームがほしい
●三業まつりのような催しを

たくさんのご意見ありがとうございます。行政にしっかり届けます。

複合施設
国道５号線付近は不便
公民館は行きやすい場所
⇒特別委員会を設置
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必要がありますので質問します。

　近年少子化や核家族化で実家から遠く離れて暮ら
すことが増え、先祖代々のお墓に入るという考え方が
薄れていることで供養の多様化やお墓離れが進んで
おります。森町でも墓じまいや合葬墓の利用に関する
相談が増えているのが現状です。町内で散骨が行わ
れた実績や、散骨に関する問合せをいただいたことは
ありません。条例制定については、北海道内で長沼町
と岩見沢市で条例、七飯町で要綱制定しております。
長沼町は散骨自体を禁止しており、岩見沢市と七飯町
は散骨場を経営する事業者に対し、申請や事業計画
書の提出を求める内容となっています。森町における
条例制定については現在のところ考えておりません
が、散骨を希望する方が今後増加した場合にはルール
を定める必要があると考えております。散骨を可能とす
る条例をつくるとなると、町民の皆様のご理解も必要
になるのかなと思ったりもしますので、その辺含めて調
査を進めさせていただきたいと思います。

問 ほたて養殖の現状について

【河野　文彦　議員】

問 散骨の取扱いについて

【河野　文彦　議員】

【岡嶋　町長】

答 現段階で支援は考えていない

【岡嶋　町長】

答 ルール作りへの調査はしていく

7月7日食KING市 （地域活性化広場）
8月17日三業まつり （地域活性化広場）
9月1日食KING市 （道の駅YOU・遊・もり）

まちかど議会カフェ

イベント

●何ごとも宣伝と盛
り上げが足りない

●さくら祭りのステ
ージがよく見える

工夫をしてほしい

●食King市での行
列整備や特色あ

る提供方法

町民以外から
●毎回食King市など楽しみ

に来ています

●聴いてくれる場があってい
いです。

社会教育
●社会教育主事の配置を ⇒7/5民生文教常任委員会で質問
●ストーンサークル以外にも力をいれてほしい●文化・芸術を味わう力の育成

生活
●猫の避妊手術の助成 ⇒令和5年12月会議で2名一般質問●福祉用具や用品のリサイクルはできないか
●ホタテ採苗の支援 ⇒令和６年９月会議で一般質問●砂原地区に共同墓地がほしい●海岸に親しめる場所がほしい●有機野菜の取りあつかい●防災無線をくり返してほしい ⇒２回はくり返している●町は商工会議所商工会、観光協会と力を

 合わせて活気あふれる町づくりを●商業施設がほしい
●シャリティ砂原の現状は

コミュニティ
ーバス

●時刻表の
毎年配布

●利用しやす
く⇒解決

道の駅
●やり直してキッズパークや キッズルームがほしい
●三業まつりのような催しを

たくさんのご意見ありがとうございます。行政にしっかり届けます。

複合施設
国道５号線付近は不便
公民館は行きやすい場所
⇒特別委員会を設置

（120号・R6.11）もりまち
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２課、２項目の報告を受け質疑した中からいくつかを報告します。

総務経済常任委員会　所管事務調査 加藤　進　委員長

員会活動レポート委

7/29 調査事項
指定避難所と備蓄品の整備について（防災交通課）
〇担当課の説明
・指定避難所と備品配置の考え方。（避難所は事態により使い分けるが、津波ハザードマップや火山防災ハンド
ブックを参照）

・備蓄計画。最大規模8千人の避難（噴火）を想定し、行政備蓄目標は必要量の4割。R4～11年度で調達する計
画であったが、2年間早めたい。

〇担当課の説明
≪濁川線、駒ケ岳赤井川線について≫
・地元や利用者の声を聞き、運行日、時間帯、運行ルート、停留所などを調整しています。小学生や障害者手帳
を持っている方の料金を見直しました。始発から終点までは1時間以内です。

・利用者数は運行日あたり濁川線6人、駒ケ岳赤井川線12人程度。
≪砂原線（函館バス）廃止対応≫
・砂原～尾白内～新川～のルートで10月から運行する。調整・実施の要領は先行の2路線と同様に進めます。

森町地域公共交通バスの運行状況について（企画振興課）

・事業者との協定、町内の井戸調査（飲料水確保）、蛯谷以西の個別の孤立想定対応などは、これから検討す
る。集落孤立には、ヘリ要請も考えている。

・予算議会での指摘事項のうち、備品調達は2年前倒しを考えているが、避難場所へのエアコンやWi-Fi設置、備
蓄倉庫確保などのハード対応で、財源措置に新たに国の制度を利用するものは、来年度予算に向け作業す
る。

・地域との意見交換、防災意識の高揚は、防災講座などの機会を利用し行っている。

質疑応答から

・運行ルート、停留所の位置・表示、フリー乗降区間の運用など、今後も町民の声を聞き変えていく。この事業の
広報は工夫する。ご意見等は企画調整課でうけたまわります。

・「デマンドバス」化はタクシーと競合するが、現在、町内にタクシーは必要と考えています。
・これまでの収支率は5％と目標値なみ。今後、運転手の確保、費用増が潜在的課題です。国への政策要望など
考えています。全体として、良い事業になっているとの価でした。

質疑応答から

7/26 調査事項
森町地域クラブ活動検討協議会の進捗状況について（学校教育課）
　少子化が進み学校部活動を従前と同様の体制で運営することが難しくなっていること及び学校の働き方改革
により教師がこれまでの指導体制を継続することが難しくなっている現状の中、森町立中学校の生徒が将来に
わたりスポーツ、文化芸術活動の機会を確保するため、中学校の部活動の地域移行に向けた課題等について総
合的に取り組むため、第1回目の地域クラブ活動検討協議会を令和6年3月26日に開催したとのことでした。
　基本方針
　・中学校部活動を段階的に地域移行する。
　・スポーツ・文化芸術活動を継続して親しむための環境整備をする。
　現在の部活動は教育課程外の学校教育活動の一環として行っており、部活動の地域移行は社会教育的活動と
なるため、一気に地域移行することは非常に難しい、まずはできるところから行っていきたいとのことでした。

7/5 調査事項
不法投棄への対策について（環境課）
　不法投棄とは、河川、道路などに家電品等の粗大ごみや家庭ごみ、事業活動に伴って生じたごみ等を捨てる行
為のことで、町有地では主に山道付近や町道の駒ヶ岳赤井川線及び白川1号線脇への投棄が令和5年度で全体の
89件のうち40件と大半を占めている。令和5年度中に回収したごみは約12トンとのことでした。不法投棄対策とし
て職員パトロール、のぼり、看板、監視カメラの設置を行っており特に監視カメラについては投棄の映像はなかっ
たものの不法投棄の抑止となっていると考え運用を継続していくとのことです。
　委員からは資源ごみの袋が値上がりしたことから、住民が直接資源ごみを持っていける場所などの検討につい
て意見が出され、町からは運用にどのくらいの費用がかかるのか今後調査していきたいとのことでした。
　また、不法投棄をしない意識を持つことの重要性を認識し、啓発活動を関係団体、町民にも行っていきたいと
のことでした。

　社会教育課で実施している文化活動の内容については、文化・芸術活動への参加促進と自主的な文化活動の
支援となっており、具体的には令和５年度については国際交流のつどい事業、森町文化祭（展示・発表・俳句）
など8事業の開催、サークル活動への参加促進を行っており、令和6年度からは新たに全道、全国大会へ出場する
場合の交通費等を一部助成する文化活動事業補助金を開始したとのことでした。
　委員からは文化活動をしている団体の要望をしっかり聞いたり、発表の場をつくることの重要性について意見
がありました。また、社会教育主事の配置については、特に設ける予定はなく職員は研修を受けている。後継者不
足による活動縮小については、どのような支援ができるか考えていきたいとのことでした。

文化活動について（社会教育課）

　駒ヶ岳小学校及び尾白内小学校は、令和6年3月をもって廃校となっており、今後行政財産から普通財産へ移管
する予定となっています。備品については、有効に活用するため、森町立学校、幼稚園の担当者を集めた見学会を
7月中に開催し、所管替えを実施する予定であります。また、公共施設等で要望等があった場合にはその必要性に
応じて配分する予定とのことでした。

令和６年度の閉校庁舎と閉校備品の管理・利用状況について（学校教育課）

　町内にある森町民プール、森町ファミリーヘルスプラザの現状について現地調査を交えて調査を行いました。
町民プールは建設から52年、ファミリーヘルスプラザは37年が経過しています。運営については令和2年度から3
年度は新型コロナ対策のため両館とも閉館、令和5年度は森町民プールが施設機器の不具合のため閉館となって
いました。
　委員からはプールについて老朽化が著しく修繕工事により配管が露出していることから、新たに施設を更新す
る計画はあるのかとの質問があり、町からは当面は現在の施設を改修しながら使用していく方向であるとの説明
がありました。

町内プール施設の現状について（体育課・生涯学習課）

５課、５項目の報告を受け質疑した中からいくつかを報告します。

民生文教常任委員会　所管事務調査 佐々木　修　委員長

（120号・R6.11）もりまち
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２課、２項目の報告を受け質疑した中からいくつかを報告します。

総務経済常任委員会　所管事務調査 加藤　進　委員長

員会活動レポート委

7/29 調査事項
指定避難所と備蓄品の整備について（防災交通課）
〇担当課の説明
・指定避難所と備品配置の考え方。（避難所は事態により使い分けるが、津波ハザードマップや火山防災ハンド
ブックを参照）

・備蓄計画。最大規模8千人の避難（噴火）を想定し、行政備蓄目標は必要量の4割。R4～11年度で調達する計
画であったが、2年間早めたい。

〇担当課の説明
≪濁川線、駒ケ岳赤井川線について≫
・地元や利用者の声を聞き、運行日、時間帯、運行ルート、停留所などを調整しています。小学生や障害者手帳
を持っている方の料金を見直しました。始発から終点までは1時間以内です。

・利用者数は運行日あたり濁川線6人、駒ケ岳赤井川線12人程度。
≪砂原線（函館バス）廃止対応≫
・砂原～尾白内～新川～のルートで10月から運行する。調整・実施の要領は先行の2路線と同様に進めます。

森町地域公共交通バスの運行状況について（企画振興課）

・事業者との協定、町内の井戸調査（飲料水確保）、蛯谷以西の個別の孤立想定対応などは、これから検討す
る。集落孤立には、ヘリ要請も考えている。

・予算議会での指摘事項のうち、備品調達は2年前倒しを考えているが、避難場所へのエアコンやWi-Fi設置、備
蓄倉庫確保などのハード対応で、財源措置に新たに国の制度を利用するものは、来年度予算に向け作業す
る。

・地域との意見交換、防災意識の高揚は、防災講座などの機会を利用し行っている。

質疑応答から

・運行ルート、停留所の位置・表示、フリー乗降区間の運用など、今後も町民の声を聞き変えていく。この事業の
広報は工夫する。ご意見等は企画調整課でうけたまわります。

・「デマンドバス」化はタクシーと競合するが、現在、町内にタクシーは必要と考えています。
・これまでの収支率は5％と目標値なみ。今後、運転手の確保、費用増が潜在的課題です。国への政策要望など
考えています。全体として、良い事業になっているとの価でした。

質疑応答から

7/26 調査事項
森町地域クラブ活動検討協議会の進捗状況について（学校教育課）
　少子化が進み学校部活動を従前と同様の体制で運営することが難しくなっていること及び学校の働き方改革
により教師がこれまでの指導体制を継続することが難しくなっている現状の中、森町立中学校の生徒が将来に
わたりスポーツ、文化芸術活動の機会を確保するため、中学校の部活動の地域移行に向けた課題等について総
合的に取り組むため、第1回目の地域クラブ活動検討協議会を令和6年3月26日に開催したとのことでした。
　基本方針
　・中学校部活動を段階的に地域移行する。
　・スポーツ・文化芸術活動を継続して親しむための環境整備をする。
　現在の部活動は教育課程外の学校教育活動の一環として行っており、部活動の地域移行は社会教育的活動と
なるため、一気に地域移行することは非常に難しい、まずはできるところから行っていきたいとのことでした。

7/5 調査事項
不法投棄への対策について（環境課）
　不法投棄とは、河川、道路などに家電品等の粗大ごみや家庭ごみ、事業活動に伴って生じたごみ等を捨てる行
為のことで、町有地では主に山道付近や町道の駒ヶ岳赤井川線及び白川1号線脇への投棄が令和5年度で全体の
89件のうち40件と大半を占めている。令和5年度中に回収したごみは約12トンとのことでした。不法投棄対策とし
て職員パトロール、のぼり、看板、監視カメラの設置を行っており特に監視カメラについては投棄の映像はなかっ
たものの不法投棄の抑止となっていると考え運用を継続していくとのことです。
　委員からは資源ごみの袋が値上がりしたことから、住民が直接資源ごみを持っていける場所などの検討につい
て意見が出され、町からは運用にどのくらいの費用がかかるのか今後調査していきたいとのことでした。
　また、不法投棄をしない意識を持つことの重要性を認識し、啓発活動を関係団体、町民にも行っていきたいと
のことでした。

　社会教育課で実施している文化活動の内容については、文化・芸術活動への参加促進と自主的な文化活動の
支援となっており、具体的には令和５年度については国際交流のつどい事業、森町文化祭（展示・発表・俳句）
など8事業の開催、サークル活動への参加促進を行っており、令和6年度からは新たに全道、全国大会へ出場する
場合の交通費等を一部助成する文化活動事業補助金を開始したとのことでした。
　委員からは文化活動をしている団体の要望をしっかり聞いたり、発表の場をつくることの重要性について意見
がありました。また、社会教育主事の配置については、特に設ける予定はなく職員は研修を受けている。後継者不
足による活動縮小については、どのような支援ができるか考えていきたいとのことでした。

文化活動について（社会教育課）

　駒ヶ岳小学校及び尾白内小学校は、令和6年3月をもって廃校となっており、今後行政財産から普通財産へ移管
する予定となっています。備品については、有効に活用するため、森町立学校、幼稚園の担当者を集めた見学会を
7月中に開催し、所管替えを実施する予定であります。また、公共施設等で要望等があった場合にはその必要性に
応じて配分する予定とのことでした。

令和６年度の閉校庁舎と閉校備品の管理・利用状況について（学校教育課）

　町内にある森町民プール、森町ファミリーヘルスプラザの現状について現地調査を交えて調査を行いました。
町民プールは建設から52年、ファミリーヘルスプラザは37年が経過しています。運営については令和2年度から3
年度は新型コロナ対策のため両館とも閉館、令和5年度は森町民プールが施設機器の不具合のため閉館となって
いました。
　委員からはプールについて老朽化が著しく修繕工事により配管が露出していることから、新たに施設を更新す
る計画はあるのかとの質問があり、町からは当面は現在の施設を改修しながら使用していく方向であるとの説明
がありました。

町内プール施設の現状について（体育課・生涯学習課）

５課、５項目の報告を受け質疑した中からいくつかを報告します。

民生文教常任委員会　所管事務調査 佐々木　修　委員長

（120号・R6.11）もりまち
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議 会 日 誌 令和6年7月20日から令和6年10月18日までの
議会の主な活動について、お知らせします。
会議の名称は簡略化しています。

８月２９日
　花いっぱい運動・花壇整備
８月３０日
　第2回複合施設整備に関する調査特別委員会
　第6回議会改革調査特別委員会
９月１日
　まちかど議会カフェ（食KING市開催時）
9月2日
　～13日
　９月会議
9月4日
　～6日
　令和５年度決算審査特別委員会
９月13日
　議会運営委員会
　「９月会議に係る追加議案」
　全員協議会
　「９月会議に係る追加議案」

９月１５日
　2024森町さわらふるさとまつり
９月26日
　総務文教常任委員会
　「政策提言書について」
　民生文教常任委員会
　「政策提言書について」

10月8日
　福島県田村市議会会派議員視察の受け入れ
10月10日
　渡島・檜山管内市町議会議員研修会
　（北斗市）
10月16日
　議会運営委員会
　「10月会議の運営」

10月18日
　広報広聴小委員会

令和６年
７月２４日
　議会運営委員会
　「７月第２回会議の運営」
　全員協議会
　「保育所整備工事について」

７月２５日
　島根県吉賀町議会議員視察の受け入れ
７月２６日
　民生文教常任委員会所管事務調査
　「森町地域クラブ活動検討協議会の進捗状況に
　ついて」（学校教育課）
　「令和６年度の閉校庁舎と閉校備品の管理・利用
　状況について」（学校教育課）
　「町内プール施設の現状について（現地調査含む）」
　（体育課・生涯学習）

７月２９日
　総務経済常任委員会所管事務調査
　「森町地域公共交通バスの運行状況について」
　（企画振興課）
　「指定避難所と備蓄品の整備について」
　（防災交通課）

７月３０日
　第1回複合施設整備に関する調査特別委員会
　7月第2回会議
８月９日
　道南地区森林・林業・林産業活性化推進
 議員連盟連絡会現地研修会（知内町）
８月１７日
　まちかど議会カフェ（もりもり盛り上がって
　三業まつり開催時）
8月１9日
　～20日
　議会広報研修会（札幌市）
８月２１日
　全員協議会
　「令和７年度に向けた政策提言書について」他

８月２８日
　議会運営委員会
　「9月会議の運営」
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